
平成16年2月16日 

 

株価指数連動型投資信託受益証券（ETF）中間決算短信 
＜第3期（平成16年7月8日決算）   平成16年1月8日現在＞ 

 
フ ァ ン ド 名         ：上場インデックスファンドＴＯＰＩＸ 

連動対象株価指数         ：東証株価指数 

上 場 取 引 所         ：東京証券取引所 

コ ー ド 番 号         ：１３０８ 

売 買 単 位         ：１０００口 

投資信託委託業者名：日興アセットマネジメント株式会社 

本 社 所 在 地         ：東京都千代田区有楽町一丁目１番３号 

問 合 せ 先         ：ファンド管理部 副部長    纐纈  聡    TEL（０３）５１５７－６２０９ 

 

１．ファンドの運用状況 

（1）資産内訳 

平成15年1月8日現在 平成16年1月8日現在 
 

金    額 構成比 金    額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 

株式 904,517 99.4 692,869 99.6 

現金･預金･その他の資産（負債控除後） 5,059 0.6 2,749 0.4 

合計（純資産） 909,576 100.0 695,619 100.0 

（2）設定･交換実績 

平成15年1月8日現在 平成16年1月8日現在 
 

口    数 口    数 

 千口 千口 

前計算期間末発行済口数      ① 19,993 968,122 

設定口数                    ② 1,195,338 9,992 

交換口数                    ③ 137,949 324,213 

当中間計算期間末発行済口数（①＋②－③） 1,077,381 653,901 

（3）基準価額 

平成15年1月8日現在 平成16年1月8日現在 
 

金額及び口数 金額及び口数 

 百万円 百万円 

総資産                       ① 1,113,710 884,470 

負  債                       ② 204,133 188,851 

純資産                       ③（①－②） 909,576 695,619 

 千口 千口 

当中間計算期間末発行済口数 ④ 1,077,381 653,901 

 円 円 

1000口当たり基準価額      （③／④） 844,250 1,063,800 
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２．当中間計算期間の運用状況 

（１）商品性格 

 東証株価指数に採用されている銘柄の株式に投資を行ない、信託財産中に占める各銘柄の株数の比率を

東証株価指数における個別銘柄の株数の比率に維持することを目的とした運用を行ない、東証株価指数に

連動する投資成果を目指します。 

 

（２）運用経過 

 当ファンドは東証株価指数に採用されている銘柄の株式に投資を行ない、原則として、東証株価指数に

おける個別銘柄の株数の比率に維持する運用を行なってまいりました。株式の組入率（先物を含む）は期

を通じて約 100％となるよう運用してまいりました。期中に受け取ります配当金（未収分を含む）につき

ましては、原則として、株式または先物への再投資を行なってまいりました。 

 また、東証株価指数の銘柄入替え時には指数への連動を維持できるよう、銘柄の入替えをすみやかに行

なってまいりました。 

 

（３）基準価額の推移 

 前記ような運用の結果、基準価額(100口あたりの純資産)は下記のような推移をたどりました。 
前期末 高値 安値 上半期末 

2003年7月8日 2003年10月20日 2003年8月7日 2004年1月8日 
98,858円 111,142円 91,810円 106,380円 

      ※前期末は収益分配金1,004円を含む。 
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３．中間財務諸表 

 

 

（1）中間貸借対照表 

(単位：円）
前中間計算期間末 当中間計算期間末

期　　別　　 平 成 15 年 1 月 8 日 現 在 平 成 16 年 1 月 8 日 現 在
科　　目 金　　額 金　　額

208,754,948,172     61,625,447,091      

904,517,984,630     692,869,819,100     

4,176,121           197,016,016         

277,602,458         224,014,230         

20,395,000          -                   

135,179,021         140,192,187         

-                   129,414,089,198     

1,113,710,285,402   884,470,577,822     

1,113,710,285,402   884,470,577,822     

85,731,668          -                   

-                   170,014,000         

181,706,000         22,320,000          

135,940,605         243,765,762         

291,301,445         398,987,812         

210,744             57,890              

203,261,483,775     187,803,959,646     

177,089,744         212,204,633         

204,133,463,981     188,851,309,743     

204,133,463,981     188,851,309,743     

1,074,149,554,900   651,939,410,658     

164,572,733,479     -                   

-                   43,679,857,421      

（ ） （ 4,744,181           ） （ 209,791,646         ）

（ ） （ 98,434,214,094      ） （ ）

△ 164,572,733,479  43,679,857,421      

909,576,821,421     695,619,268,079     

1,113,710,285,402   884,470,577,822     負 債 ・ 純 資 産 合 計

剰 余 金 合 計

う ち 中 間 損 失

純 資 産 合 計

中 間 欠 損 金

う ち 分 配 準 備 積 立 金

Ⅱ 剰 余 金

中 間 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

純 資 産 の 部

Ⅰ 元 本

未 払 委 託 者 報 酬

前 受 金

未 払 金

派 生 商 品 評 価 勘 定

有 価 証 券 貸 借 取 引 受 入 金

そ の 他 未 払 費 用

元 本

未 払 利 息

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 の 部

Ⅰ 流 動 負 債

受 入 担 保 代 用 有 価 証 券

未 払 受 託 者 報 酬

前 払 金

そ の 他 未 収 収 益

未 収 配 当 金

派 生 商 品 評 価 勘 定

コ ー ル ・ ロ ー ン

株 式

資 産 の 部

Ⅰ 流 動 資 産

 3 



 
 
 
（2）中間損益及び剰余金計算書 

(単位：円）
前中間計算期間 当中間計算期間

期　　別 自 平 成 14 年 7 月 9 日 自 平 成 15 年 7 月 9 日
至 平 成 15 年 1 月 8 日 至 平 成 16 年 1 月 8 日

科　　目 金　　額 金　　額

3,976,035,593       2,819,752,966       

629,621             433,251             

△101,926,105,686   50,660,034,059      

△370,690,807       134,228,240         

487,238,075         746,765,631         

△97,832,893,204    54,361,214,147      

611,268             419,546             

135,940,605         243,765,762         

291,301,445         398,987,812         

173,467,572         95,698,292          

601,320,890         738,871,412         

△98,434,214,094    53,622,342,735      

△98,434,214,094    53,622,342,735      

△98,434,214,094    53,622,342,735      

-                   -                   

773,643,595         △17,870,819,324    

14,877,105,100      8,452,114,650       

（ 14,877,105,100      ） （ 8,452,114,650       ）

（ -                   ） （ -                   ）

81,789,268,080      523,780,640         

（ -                   ） （ -                   ）

（ 81,789,268,080      ） （ 523,780,640         ）

-                   -                   

△164,572,733,479   43,679,857,421      

Ⅳ 期 首 剰 余 金 又 は 期 首 欠 損 金 ( △ )

Ⅷ 中 間 剰 余 金 又 は 中 間 欠 損 金 ( △ )

中 間 純 利 益 又 は 中 間 損 失

Ⅵ 剰 余 金 減 少 額 又 は 欠 損 金 増 加 額

(中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額）

(中間一部交換に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額）

Ⅴ 剰 余 金 増 加 額 又 は 欠 損 金 減 少 額

営 業 収 益 合 計

Ⅱ 営 業 費 用

支 払 利 息

受 託 者 報 酬

委 託 者 報 酬

そ の 他 費 用

営 業 費 用 合 計

経 常 損 益 の 部

営 業 損 益 の 部

Ⅰ 営 業 収 益

受 取 配 当 金

受 取 利 息

そ の 他 収 益

派 生 商 品 取 引 等 損 益

有 価 証 券 売 買 等 損 益

Ⅶ 分 配 金

(中間一部交換に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額）

(中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額）

Ⅲ中間一部交換に伴う中間純利益又は中間損失(△)分配額

営 業 損 失

経 常 損 失
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重要な会計方針

前中間計算期間 当中間計算期間

項　目

(1) (1)

(2) (2)

(3) (3)

２．

自 平 成 15 年 7 月 9 日

至 平 成 16 年 1 月 8 日

期　別 自 平 成 14 年 7 月 9 日

至 平 成 15 年 1 月 8 日

１．

３．

株式は移動平均法に基づき、以下の
とおり原則として時価で評価してお
ります。

株式は移動平均法に基づき、以下の
とおり原則として時価で評価してお
ります。

有価証券の評価基準及
び評価方法

時価が入手できなかった有価証券

証券取引所に上場されている有価
証券は、原則として証券取引所に
おける中間計算期間末日の最終相
場（外貨建証券の場合は中間計算
期間末日において知りうる直近の
日の最終相場）で評価しておりま
す。

当該有価証券については、原則と
して、日本証券業協会等発表の店
頭売買参考統計値（平均値）等、
金融機関の提示する価額（ただ
し、売気配相場は使用しない）又
は価格提供会社の提供する価額の
いずれかから入手した価額で評価
しております。

適正な評価額を入手できなかった
場合又は入手した評価額が時価と
認定できない事由が認められた場
合は、投資信託委託業者が忠実義
務に基づいて合理的な事由をもっ
て時価と認めた価額もしくは受託
者と協議のうえ両者が合理的事由
をもって時価と認めた価額で評価
しております。

証券取引所に上場されていない有
価証券

証券取引所に上場されている有価
証券

受取配当金の計上基準収益及び費用の計上基
準 受取配当金は原則として、株式の

配当落ち日において、その金額が
確定しているものについては当該
金額、未だ確定していない場合に
は予想配当金額の90％を計上し、
残額については入金時に計上して
おります。

時価が入手できなかった有価証券

同左

同左

同左

証券取引所に上場されていない有
価証券

証券取引所に上場されている有価
証券

デリバティブ取引

同左

受取配当金の計上基準

同左

デリバティブ等の評価
基準及び評価方法

デリバティブ取引
個別法に基づき原則として時価で
評価しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

期首元本額 期首元本額
期中追加設定元本額 期中追加設定元本額
期中交換元本額 期中交換元本額

元本の欠損

担保資産 担保資産

株 式 株 式

有価証券の消費貸借契約により貸し付けた有価証券 有価証券の消費貸借契約により貸し付けた有価証券

株　　式

国債証券

（中間損益及び剰余金計算書関係）

４．

128,367,659,000円

 ２．
中間貸借対照表上の純資産額が元本総額を下回っており、その
差額は164,572,733,479円であります。

前中間計算期間末 当中間計算期間末
平成16年1月8日現在平成15年1月8日現在

137,535,452,100円

前中間計算期間

 ４．

至 平 成 15 年 1 月 8 日

189,056,716,900円

 １．

３．

19,933,021,000円
1,191,751,986,000円

至 平 成 16 年 1 月 8 日
自 平 成 15 年 7 月 9 日自 平 成 14 年 7 月 9 日

合　　計
1,250,568,000円
1,250,568,000円

　デリバティブ取引に係る差入委託証拠金代用有価証券とし
て担保に供している資産は次の通りであります。

有価証券の消費貸借契約の担保として、消費貸借による有価
証券を受け入れており、当期末に保有している有価証券は次
の通りであります。

 １．

合　　計 2,450,005,000円

965,217,996,908円
9,962,024,000円

323,240,610,250円

当中間計算期間

３．

173,290,553,300円

2,450,005,000円

２．

該当事項はありません。 該当事項はありません。

担保資産 金額

　デリバティブ取引に係る差入委託証拠金代用有価証券として
担保に供している資産は次の通りであります。

担保資産 金額
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（デリバティブ取引関係）
　取引の時価等に関する事項
　(株式関連） (単位：円）

時　　価 評価損益 時　　価 評価損益
うち１年超 うち１年超

株価指数先物取引
売　　建
買　　建 5,179,895,000 -           5,098,800,000 △ 81,095,000 2,559,986,000 -           2,757,300,000 197,314,000

株価指数オプション取引
売　　建
買　　建

5,179,895,000 -           5,098,800,000 △ 81,095,000 2,559,986,000 -           2,757,300,000 197,314,000

(注）時価の算定方法
１．

２． 先物取引の残高表示は契約額ベースです。

３． 契約額等には手数料相当額を含んでおりません。

区
分 種　　　　類

前中間計算期間末（平成15年1月8日現在） 当中間計算期間末（平成16年1月8日現在）
契　約　額　等 契　約　額　等

市
　
場
　
取
　
引

合　　　　　　　　計

計算日に知りうる直近の日の、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しています。
２つ以上の取引所に上場されていて、かつ当該取引所相互間で反対売買が可能な先物取引については、取引量等を勘案して評価を行う取引所を決定し
ます。

 
 
 

（１口当たり情報）

　１口当たり純資産額 844.25円 　１口当たり純資産額 1,063.80円

（１００口当たり純資産額） （ 84,425 円） （１００口当たり純資産額） （ 106,380 円）

平成16年1月8日現在

当中間計算期間末前中間計算期間末

平成15年1月8日現在

 
 
 

以上 
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